
報告事項

神奈川県横浜市瀬谷区瀬谷町外に所在する土地に

係る利用計画が提出されたことについて

了解を求める事項

神奈川県横浜市瀬谷区瀬谷町外に所在する土地を

横浜市が施行する土地区画整理事業の都市計画決定

をすること、及び公園整備のための、都市公園法に基づ

く公園予定区域の指定をすることについて



沿 革

本財産は、上瀬谷通信施設跡地であり、国有地、市有
地及び民有地が混在する大規模財産

昭和２６年３月 連合国軍により接収

平成２７年６月 米軍から返還

平成２９年１１月 まちづくり協議会設立

令和３年１１月 横浜市が土地利用計画を策定
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全面返還予定施設

一部返還予定施設

返還済施設

横浜市

相模総合補給廠

（一部返還）

キャンプ座間

（一部返還）

上瀬谷通信施設

富岡倉庫地区

処理済施設

小柴貯油施設

座間市

相模原市

逗子市

旭区

瀬谷区

根岸住宅地区

相模鉄道
本線

至品川

至熱海

至八王子

大和市

藤沢市

池子住宅地区及び

海軍補助施設

深谷通信所

鎌倉市

周 辺 図
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中央林間駅 つきみ野駅

上川井IC

下川井IC

至海老名

帷子川

大和市

大和駅

横浜町田IC

南町田グランベ
リーパーク駅

南林間駅

位 置 図

2.0km

瀬谷駅

鶴間駅

境川

瀬谷区

至横浜

旭区

緑区町田市

凡 例

対象範囲
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瀬谷市民の森

程ヶ谷カントリークラブ

旭区

横浜三育小学校

相
沢
川 県営細谷戸団地瀬谷西高校

大和市

瀬谷区

和
泉
川

八王子街道

上川井IC

上川井小学校

上
瀬
谷
小
学
校

瀬
谷
養
護
学
校

環
状
4
号
線

案 内 図

凡 例

対象範囲

返還財産 242.2ha

国有地 109.5ha

民有地 110.0ha

市有地 22.7ha
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空 中 写 真 国土地理院空中写真を加工

凡 例

対象範囲

返還財産 242.2ha

国有地 109.5ha

民有地 110.0ha

市有地 22.7ha
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国土地理院空中写真を加工空 中 写 真
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上川井市民の森

瀬谷市民の森

程ヶ谷カントリークラブ

追
分
市
民
の
森

矢
指
市
民
の
森

旭区

横浜三育小学校

相
沢
川瀬谷西高校

大和市

瀬谷区

八王子街道

上川井IC

上川井小学校

上
瀬
谷
小
学
校

瀬
谷
養
護
学
校

環
状
4
号
線

利 用 計 画 図

凡 例

対象範囲

農業振興地区 約50ha

観光・賑わい施設 約70ha

物流地区 約20ha

道路

調整池

公園・防災機能用地内調整池

公共
施設

公園・防災機能用地
広域公園約65ha
消防施設約2ha

宅地

交通施設用地
車両基地約5.6ha
軌道約1.8ha

和
泉
川- 7 -

県営細谷戸団地



上川井市民の森

瀬谷市民の森

程ヶ谷カントリークラブ

追
分
市
民
の
森

矢
指
市
民
の
森

旭区

横浜三育小学校

相
沢
川瀬谷西高校

大和市

瀬谷区

八王子街道

上川井IC

上川井小学校

上
瀬
谷
小
学
校

瀬
谷
養
護
学
校

環
状
4
号
線

凡 例

土地区画整理事業
施行区域

公園予定区域

利 用 計 画 案

農業振興地区 約50ha

観光・賑わい施設 約70ha

物流地区 約20ha

道路

調整池

公園・防災機能用地内調整池

公共
施設

公園・防災機能用地
広域公園約65ha
消防施設約2ha

宅地

交通施設用地
車両基地約5.6ha
軌道約1.8ha

和
泉
川

県営細谷戸団地
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事業の目的

土地利用の効率化

国有地、市有地、民有
地の混在を解消

土地区画整理事業

土地利用の転換

民有地について、地権
者の意向により、農業
振興地区又は都市的土
地利用に集約

農業基盤と都市基盤の
整備を一体的に推進

大規模なインフラ整備

戦後長期にわたり自由
な土地利用が制限され
てきており、インフラが
脆弱

横浜市が民有地権者約２５０名の協力を得ながら事業を実施
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空 中 写 真 国土地理院空中写真を加工

凡 例

対象範囲

返還財産 242.2ha

国有地 109.5ha

民有地 110.0ha

市有地 22.7ha
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国土地理院空中写真を加工空 中 写 真

国有地

国有地

国有地
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地権者約250名

現在の土地利用
想 定 換 地 先

将来の土地利用

民有地 約110ha

市有地 約20ha

農業振興地区

観光・賑わい施設 物流地区

公園・防災機能用地

道路等

土地利用転換

公益的土地利用

保 留 地

農業振興

国有地 約110ha
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公園予定区域

地権者約250名

現在の土地利用 将来の土地利用

民有地 約110ha

市有地 約20ha

農業振興地区

観光・賑わい施設 物流地区

公園・防災機能用地

道路等

土地利用転換

公益的土地利用

保 留 地

農業振興

国有地 約110ha

公園予定区域
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広域公園の必要性

緑環境の保全及び活用

「横浜市水と緑の基本
計画」をふまえ、豊かな
自然をいかして、自然
体験、農体験などの場
として整備

広 域 公 園

広域防災拠点

「横浜市防災計画」をふ
まえ、交通利便性及び
広大な土地をいかして、
大規模災害発生時にお
ける広域応援活動拠点
を整備

周辺環境との調和

隣接する市民の森との
連続性を確保するため、
返還財産の南東側に
整備

多様な生き物の生育・
生息環境、樹林地の保
全活動の場

横浜市が将来的に国有地換地先を取得後、広域公園を整備予定
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